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［北海道農業経済研究 第11巻第2号 2004.1] 

［報告]2001年度秋季大会シンポジウム

卯原内酪農生産組合の歩みと課題

卯原内酪農生産組合を設立したのは昭和 39年

です。昭和 30年代においては、農家の長男は勉

強しなくてもいい、経営を継承さえすればいいと

いう風潮がありました。わたしは、実際は継承を

するより勉強をしたかったのですが、親の許しが

得られず、条件として自分のやりたいようにやら

して欲しいということで、 20歳のときに経営の

移譲を受けました。現在では早い年代の移譲であっ

たが、理解のある親だったと思います。

当初は、共同経営をというものを考えていませ

んでした。 21、22歳の頃に茨城県にあった「農

学塾」で学ぶ機会を得ました。そこは日本で最初

に共同経営（新利根共同農場）に着手したところ

であり、上野満氏の「日本の共同化論」の考えに

感銘を受け、昭和 38年頃に網走に戻ると地域の

農家に話を持ちかけました。最初は 15戸程度の

営農集団設立を考えましたが、高齢者、農家婦人

等の反対があり、実際には4戸の参加による設立

となりました。

昭和 38年の第一次農業構造改善事業を利用す

れば有利な農業施設、大農具の取得が可能であり、

牛舎建設の半額補助があると行政からの申し出を

受けました。それを利用して昭和 39年4月に 4

戸による共同経営を開始しました。法整備の関係

＊北海道農業法人協会

高岡 勉＊

上、法的な法人形態にはならならず、一年間は

「申し合わせ団体」でした。最初の経営耕地面積

は60ha、15頭の乳牛で、試験的な段階であった

ため、緊急事態に対処できるように、財産（借金）

の持ち込みをせずに、 1戸あたり 50万円の出資

金、農地についてはすべて賃貸契約、負債につい

ては、すべて個人の責任で負担することを話し合

いのなかで決めました。

その後、将来的な法人形態への移行を考えて、

昭和 40年に有限会社法人を設立しました。有限

会社法人形態にした理由は、近代的な企業形態を

図ることであり、旧来の形態をとる農業から脱皮

することを目指しました。しかし、有限会社は農

業分野にはほとんど存在せず、農協に相談したが、

農協法と会社法ば性質の異なるものだと、資金の

提供を拒否されました。そのため、農協に頼らず

商社の保証を受けて、銀行から資金の融資を受け

ることとなったのですが、その年の借金は返済で

きたものの、有限会社には担保がないため、翌年

からの資金融資を拒否され、営農活動が不可能に

なる事態を迎えました。そして農協と新たに協力

関係を締結するために、昭和 41年に有限会社を

解散し、「農事組合法人卯原内酪農生産組合」を

設立したのです。

サラリーマン並みの賃金体制、生活の安定化を
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確立するために昭和46年頃に給料制を導入し、

法人形態の継続を図りました。特に女性農業者に

給料制を導入するという改革をおこないました。

昭和 46年の給料制度導入時に、退職金、定年制

度を決めていたので、わたしは、昭和 63年から

平成 11年までの 3代目代表を務めました。わた

しの代表時代が最も良い時代だったと思います。

設立当初の 10年は基盤作り、次の 10年は経営の

内部構造を拡充しました。この 20年の活動を経

て、所得の向上、個人の負債は処分を達成し、わ

たしが代表となった昭和 63年に都市勤労者並み

の所得の確保を目標に、男性には年俸 500~600

万円、女性には 300~350 万円の支払いを決めま

した。それ以来、 1 戸あたり soo~goo 万円の所

得を獲得しています。その他に、法人が借り入れ

ている農地は、それぞれの構成員が親の代から継

承し、引き続き法人が貸借する形になっているの

で、農地の賃貸料を含めると、 1戸あたり 1,000

万円前後の所得となっています。食料、土地、住

居をもつ農業者のこの所得水準は、都市住民の

1,500万円の所得に相当し、それ相応の生活を享

受することができます。

法人設立の困難なところは、農業者の一国一城

の主という考えがあるため、人間関係、コミュニ

ケーションづくりです。経験から、男同士は夢や

信念を語り合えばいいことだが、女性は難しい。

女性は夢より、毎日の生活、現実を重要します。

そのため、月に 2度は必ずコミュニケーションづ

くりのために、男女関わらず会議を開くようにし

ました。そこでは経営に関すること、人間関係の

不平不満を含めて全員で話し合い、解決すること

を目的としました。

農場としての一番の特徴は、後継者は家を継ぐ

のではない、農業を継ぐもの。だから後継者は、

自分の子どもでなくても良いと考えました。この

考えのもと、北海道で最も早くから、実習生の受

け入れに取り組みました。 60歳の定年を迎えて

構成員、後継者がいなくなれば、その分を研修生

で補充し、現在の4戸のうち、 1戸は東京都出身、

l戸は京都府出身の人が構成員として、運営に携

わっています。現在 5、6人の研修生を受け入れ

ていますが、そのうちの東京農大出身の研修生は、

将来的には農場の構成員になることを志望してい

ます。農場の後継者問題は、わたしが代表を務め

ていたときの一番の課題であったが、現状を考え

ると、うまくいっていると思います。しかし過去

にはそのための努力として、全国の農業大学、農

業高校に研修生受け入れの案内をおこなってきま

した。その結果、研修希望者が増え、むしろ現在

では広報活動は控えるようにしています。

研修生受け入れの活動を通じて、いまの若い人

の立場に立って考えなければ、研修生は集まらな

いことを知りました。そこで平成3年に自己資金

で5人前後を収容できる研修生の受け入れ施設を

つくりました。研修生は、使用人ではなく、仲間

という意識で受け入れ、研修生にも給料は払うよ

うにしています。高卒で 10万円です。自炊生活

を前提に一人に一部屋を与えるようにしています。

受け入れ開始の最初は、自宅でともに生活しなが

ら農作業に従事し研修をおこなっていたのですが、

お互いが気を使ってしまいます。特に女性はまいっ

てしまう。お互いの不平不満もありました。その

ようなことがあって、研修施設をつくったわけで

す。現在では、常時の研修生5、6人に加えて、

道立農業大学校、中国、四国酪農大の学生を一時

的に受け入れるため、多いときには 10人前後の

研修生がいます。

経営形態として、第一次構造改善事業では、酪

農専業を勧められたのですが、生産組合の立地す

る能取湖周辺は、泥炭、重粘土地帯と土壌条件は

良くないので、地域の個別農家は畑酪の複合経営

を選択しました。現在の農場経営は、農地約

200haで畑作、酪農の混合経営を継続しています。

わたしが代表のときは、畑作、酪農、野莱を経営
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の3本柱とし、現在は、畑作、酪農、野菜に加え

て、新たに肉牛を加えて4部門となっています。

設立移行、経営の多角化を図りながら所得を増加

させましたが、近年ではやや減少する傾向にあり

ます。

研修生の受け入れと同様に、定年による構成員

の減少に対応するため、昭和 63年に地域の酪農

家と対等合併（吸収合併ではなく）をおこないま

した。農協、企業に合併があるのなら農家に合併

があってもいいという考えです。この合併を機会

に、構造改善事業で昭和41年にいれた 50頭の牛

舎を、昭和 63年にフリーストール牛舎に立て替

えました。

さきほど話しました東京出身の構成員の考え、

街の人の考えは素晴らしいと思います。酪農部門

を担当していたが、繋ぎのときから牛の給餌は、

日に 2回でなく 1回でいいという理論をもってい

ました。反蜀動物である牛は、適度な量を与えれ

ば一度で良く、それだけ労働を減らすことができ

るといいました。このことは労賃、コスト低減に

つながるので、昭和 58年頃からそのようにして

います。フリーストールに変更した現在でも給餌

は、日に 1回にしています。それでも経産牛の搾

乳量は 1万kgあります。このように労賃を抑え

て、いかにコストを下げるかを教えてくれたのは、

街の人でした。他方、農家の人は、牛を生き物と

みる傾向が強く、かわいそうなことはできません。

しかし街の人は、いかに仕事をしないかというこ

とを考えます。東京出身のこの人は、週に一度は

必ず家族で外食をします。農家の人はそんなこと

をしません。農家としては、かわった人だが、こ

の人のおかげで、農場は省力化が進んでいます。

300頭の牛の給餌に、労働者一人が1時間半でで

き、残りの仕事は搾乳のみ。この人は飼料計算す

るにしても、細かい計算をおこない、時間をきち

んと制限する人でもあります。

昭和 63年に合併した農家の婦人が最も喜んで

いました。酪農家は、お盆、正月に夫婦そろって

実家に帰省するなんてことはできなかったが、現

在ではシフトを調整すれば可能です。また女性は、

一個人として評価されたこと、労働に対する給料

はきちんと支払われることにも大変満足している

ようです。

問題として、男女の差別は果たしてないのか、

給料の格差はどうなのか、ということがあります。

わたしは、経営者なので、農場で働いた分にしか

給料を払いません。家庭での家事労働に対して給

料は払えない。妻からこの差額は誰が補償してく

れるのかといわれたことがあります。それ以後、

食事、洗濯を 50歳を過ぎてから手伝うようにな

りました。

今後の北海道農業の展開として、かつて北海道

は原料生産をおこなえばよかったが、これからは

ビジネスとして考えなければなりません。原料生

産だけでなく、農業者みずからが加工・販売を手

がけなければなりません。北海道農業法人会議会

長の立場上、全国法人会議の人たちともしばしば

顔を合わせますが、本州の法人は生産よりもビジ

ネスに専念していると思います。これは北海道と

本）小lの法人との大きな違いです。これから多角経

営することを考えれば、北海道であっても、もっ

とビジネスに目を向けなければならないと思いま

す。加えて、地域を守るためにも、担い手として

法人は重要です。後継者の育成にも法人化が必要

なのではないでしょうか。
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